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Abstract 
The purpose of this study was to clarify the realities of nursing management of patients with consciousness 

disorders in acute hospitals. Subjects were directors of nursing at acute hospitals. Hospitals were grouped 
into ultra-acute hospitals and acute hospitals. Survey contents included number of patients and basic 
information regarding the hospitals as of September 1, 2010. Data were statistically processed and analyzed 
using the KJ method. There were significantly more hospital beds (p<0.01) and shorter hospital stays 
(p<0.05) in ultra-acute hospitals compared to acute hospitals. There were 1681 patients with long-term 
disturbance of consciousness, with more patients in ultra-acute hospitals compared to acute hospitals. 
Among the 1681 patients were 184 children. There were significantly more children in acute hospitals than in 
ultra-acute hospitals (p<0.001). Among problems associated with discharge adjustment were [no transfer 
destination], [problems with hospital-to-home discharge], and [no hope for discharge]. Issues in nursing 
management included [managing beds], [relationship with the family], [treatment and care], and [issues 
related to nurses]. These results suggest that beds in ultra-acute hospitals were occupied by patients with 
disturbance of consciousness, and that these patients had fewer transfer destinations. Therefore, 
development of nursing involved in the recovery of patients with consciousness disturbance is to advance 
the nursing in acute care hospitals, then the patient can be expected the possibility of to the way of a new 
discharge. 

1. はじめに

脳神経外科に入院している意識障害者数に関す

る全国調査では、1974 年（１）に推定 2000 人、

1985 年（２）に約 6000 人と報告されている。し

かし近年、医療制度の整備により意識障害患者の

療養の場が病院のみならず在宅に移行している
（３）ことと、救急医療や高度医療の発展により、

意識障害患者数が増加していることが推測される。

一方、急性期病院において救急救命を必要とす

る患者を断る理由のひとつに、空床がないことで

あると報告（４）されている。その背景は、救急搬

入された患者の 3 割が 75 歳以上であり、そのう

ちの数割が医療に依存した自ら生活行動ができな

い高齢者であるため、退院先が確保できないこと

が原因であると述べている。また、小児医療でも
（５）、急性期を脱したが退院できない患児が入院

施設中の約 3 割を占めていることを報告してい

る。そして、その長期に入院している患児の 7
割が気管切開、9 割が経管栄養を受けている。こ

のような医療依存が高く自ら生活行動ができない

患者や患児の多くは意識障害を併発していること

も推測される。

しかし、わが国は国民に平等かつ効率的な医療

が提供されるために医療法第 5 章｢医療提供体制

の確保｣によって、地域における病床数が医療圏

によって定められている（６）。この医療圏では、

急性期の一般的治療をおこなう二次医療圏と、先

進医療や救命救急医療を担う三次医療圏がある。

特に近年、三次医療圏として指定されている病

院は、病床数も多く、先進医療や救命救急医療の

ために、内科や外科、耳鼻科、眼科などの診療科

が統合した呼吸器センターや脳卒中センターなど
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の専門的な治療を行う病床を置いている。そして、

日本の平均寿命の延伸や、脳卒中や循環器疾患の

死亡率の低下傾向（７）は、この医療提供体制によ

って最先端医療が発展し、救急医療が確保された

結果と推測される。しかし、先進的で高度医療や

救急医療などの急性期の治療を地域で暮らす国民

が受けるためには、常に患者を受け入れるための

空床ベッドが必要である。 
また、医療に依存する意識障害患者に看護を続

けることが、急性期病院の看護師において回復の

兆しを認識できない「アパシーへの陥り」の現象
（８）があることが指摘されている。このことから、

急性期治療を担う病院における意識障害患者の存

在が、看護に多大な影響を及ぼしていると推察さ

れる。 

しかし、急性期治療を担う病院において、医療

に依存した意識障害患者の入院数や看護への影響

に関する報告はない。そこで、本研究では、急性

期の病院において急性期の治療が終了した意識障

害患者（以下、意識障害患者）の実態とその患者

に対する看護の問題点を明らかにすることとした。 
 
2. 方法 
1)  対象者 
看護学会等社会保険連合に加盟している 3 つ

の看護部長会の施設で、診療報酬における施設基

準のなかで 7 対 1 入院基本料、または 10 対１入 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

院基本料を取得している急性期病院 348 施設の

看護の最高管理者（以下、最高看護管理者）を対

象とした。 
2) 調査内容 

医療機関の設置主体、平均在院日数、病床数、 
所在地、入院中の意識障害者数、意識障害者の転

院の状況、急性期病院における意識障害者の看護

に影響が及んでいると思われる点について記入を

依頼した。ただし、本研究における意識障害患者 
とは、年齢にかかわらず「植物状態の診断基準」

（日本脳神経外科学会、1976 年）に準じて、①

癌の末期症状による意識障害、②鎮静療法を実施

している意識障害を除外した者とした。 
3)  調査方法 

郵送調査方法とした。ただし、2010 年 9 月 1
日の時点における状況について記入を依頼した。  
4)  分析方法 

調査票から得られた量データに関しては、記述

統計を行った。また、急性期治療を担う二次医療

圏と三次医療圏における実態を明らかにするため

に対象病院を次のように分類した。最先端で高度

で専門的な医療を担う救命救急センター、高度救

急センター、救命救急センター、脳卒中センター、

循環器センターを標榜し専門的な治療を担ってい

る病院をセンター群とし、標榜していない一般の

急性期治療を行っている病院を一般群とした。そ

の両群において Mann-Whitney の U 検定を行っ 
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た。ただし、有意水準を 5％とした。さらに、記

述データは、KJ 法を用いて内容のカテゴリー化

を行った。カテゴリー化における妥当性の保全の

ために、研究者のトライアンギュレーションを行

い、何度も読み返し妥当性を担保した。記載方法

は、カテゴリーは記号《 》で、サブカテゴリー 
は記号[ ]で、回答は記号『 』で示した。 
5)  倫理的配慮 

本研究は、研究者の所属機関の生命倫理委員会 
で承認を得た。対象者には研究の趣旨、研究方法、

本研究への参加は自由であり、不参加であっても

いかなる不利益も受けることがないこと、個人の

情報は匿名化したうえで記号化するためプライバ

シーが保護されること、得られた情報の秘密を厳

守し、特定の個人情報を公表することはないこと

について書面で説明した。同意方法は、調査票の

返信を持って同意とすることを伝え、同意を得た。 
 
3. 結果 
1)  対象施設の概要（表１） 
本調査は 348 施設に発送し 226 施設からの回

答があり、回収率 64.9％であった。対象施設の

設置主体の割合は、国公立関係 34.5％、社会福

祉団体関係 48.7％、学校法人関係 10.6％、その

他 6.2％であった。また、施設の所在地は岩手、

山形、鳥取の 3 県を除いた都道府県から回答が

あった。対象施設の許可病床の平均（±SD）は 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

504.2±295.4 床であった。199 床以下の許可病床

の病院は 31 施設（12.1％）、200 床から 399 床 
の許可病床の病院が 59 施設（23.0％）、400 床

から 999 床の許可病床の病院が 97 施設

（42.9％）、1000 床以上許可病床の病院は 20
施設（7.8％）であった。また、全対象病院の平

均在院日数は 14.8±2.6 日であった。 
全対象において、高度救命救急センター、救命

救急センター、脳卒中センター、循環器センター

（病棟含む）を設置している病院は 82 施設（以

下、センター群）であり、一般病床のみの施設は

144 施設（以下、一般群）であった。両群の許可

病床の平均（±SD）はセンター群では

710.7±271.4 床、一般群では 371.4±226.3 床で

あり、センター群の許可病床が有意に多かった

（p<0.001）。また、平均在院日数はセンター群

での平均在院日数は 14.2±2.2 日、一般群

15.1±2.7 日であり、センター群の在院日数が一

般群より有意に短期間であった（p<0.05）。 
2)  意識障害患者の入院実態（表 2） 
 本調査時における意識障害患者の入院数は 
1681 名でありあった。そのうち 18 歳以下の意

識障害患児（以下、意識障害患児とする）は 184
名であった。センター群（82 施設）における意

識障害患者数は 771 名、一施設あたり 9.4 名の

患者が在院していた。一般群（144 施設）におけ

る意識障害患者数は 910 名であり、1 施設当たり 
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6.3 名であった。意識障害患者の入院患者数は、

センター群が一般群より有意に多く入院していた 
（p<0.001）。 

全意識障害患児 184 名中において、センター

群で 64 名であり、一般群では 120 名であった。

ただし、小児入院施設数及びベッド数が明確では

ないため、患児が入院していると回答した施設が

51 施設（全 226 施設中 22.6%）であり、そのう 
ちセンター群 26 施設、一般群 25 施設が回答し

た。意識障害患児数が 1 施設に入院している患

者数は、センター群 2.5 名、一般群 4.8 名であっ

た。意識障害患児が入院していると回答した施設

において、センター群が一般群より入院患児数が

有意に少なかった（p<0.05）。 
また、本調査時点における許可ベッド数に対す

る意識障害患者数のベッド割合（以下、占有ベッ

ド割合）の平均（±SD）は 2.2±2.9％であった。

意識障害患者の占有ベッド割合について、センタ

ー群では 1.5±1.4％であり、一般群では.6±3.7％
であった。最大占有ベッド割合はセンターでは

7.4％であり、一般群では 30.4％であった。占有

ベッド割合において、センター群は一般群より有

意に少なかった（p<0.001）。 
3)  意識障害患者の退院調整加算の申請と転院状

況 
意識障害患者の退院調整加算の申請状況を調査

した。申請していると回答したのは、センター群

では 75.6％であり、一般群では 67.1％であった。 
 
 
 

 

両群には有意な差はなかった（図 1）。 
意識障害患者の転院先は複数回答で図 2 の通 

りであった。ひとつは、連携している病院への転 
院がセンター群は 67.1％、一般群では 43.8％で

あった。次は、地域連携室からの紹介による施設

への転院であり、センター群 87.8％、一般群で

は 66.7％であった。そして、3 番目は家族が捜   
してきた施設では、センター群が 45.1％、一般 
群が 37.5％であった。この三つの転院先は、セ

ンター群が一般群に比べて有意に多かった

（p<0.05）。 
退院調整をする上で困難であったことに関す 

る記述回答（表 3）は、《転院先問題》《在宅へ

の退院問題》《退院を希望しない》の 3 つのカ

テゴリーに分類された。《転院先がない》の回答

割合は、センター群が 61％であり、一般群が

57.6％であった。《転院先問題》のサブカテゴリ

ーでは[転院先の空床がない][転院先の条件に合わ

ない]であった。サブカテゴリーの回答割合は、

センター群と一般群では[転院先の空床がない]が
42.7％と 43.8％であり、[転院先の条件に合わな

い]では 18.3％と 13.9％であり、両群には差がな

かった。両群の回答のなかに、気管切開・胃瘻・

膀胱瘻などの医療処置が多い患者や患児の受け入

れる施設が少ないという回答が多くみられた。

《在宅退院への問題》では[家族介護力の限界][在
宅サービスがすくない]であった。《在宅退院へ

の問題》の回答割合は、センター群が 42.7％で 
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あり、一般群が 38.9％であった。サブカテゴリ

ーでは、センター群と一般群では[家族介護力の

限界]が 37.8％と 37.5％であり、[在宅サービス

が少ない] では 4.9％と 1.4％であった。[家族介

護力の限界]の回答には『家族の介護力の不足』

と回答する内容が多くあった。意識障害患児の在

宅退院では、『育児と介護の区分における訪問看

護の役割の不透明さ』『患児のケアマネージャー

の不足』、『レスパイトの体制がない』『入所施

設や在宅サービスの不足』があった。 
《退院希望なし》では、家族が現行の病院での

入院を希望するという回答が、センター群で 
22.0％、一般群では 15.3％あった。 
4)  意識障害患者における看護に関する問題 
 意識障害患者を看護していく上での問題に関す

る記述回答では、回答割合はセンター群と一般群

の両群あわせて 142 施設（62.8%）であった。

回答内容が同じカテゴリーに分類されたため、両

群を比較することはできなかった。《看護者に関

する問題》、《キュア・ケアに関する問題》、

《家族との関係の問題》《ベッド管理上問題》の

4 つのカテゴリーに分類できた（表 4）。 
《看護者に関する問題》のサブカテゴリーには、

[モチベーション低下][人手不足]の 2 つが分類さ

れた。 [モチベーション低下]において、『長期入

院患者において看護のマンネリ化が看護師のモチ 
ベーションを下げる』という回答が多く見られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 [人手不足]において、『10 対 1 の基本料で、人

員不足のため思うようにできず、看護師のジレン 
マの原因になっている』という回答があった。  
《キュア・ケアに関する問題》のサブカテゴリー

には、[看護提供に関して]と[連携]の 2 つが分類 
された。[看護提供に関して]の回答は『回復の見

通しが不明』『手がかかる』『安全管理が優先さ

れる』があり、[連携]の回答では『医師の関心が

低い』があった。 
《家族との関係の問題》のカテゴリーでは[家

族との方針の齟齬]と[介護問題]というサブカテゴ

リーがあった。[家族との方針の齟齬]では『家族

と医療者の思いの違い』『良くならないことへの

クレーム』や『家族が転院を希望しない』『遠の

く家族』の回答があった。また、[家族介護問題]
では、独居や介護者の高齢化があり『高齢化によ

る介護不足』や意識障害患児の介護において介護

者の支援サービスが不足している『子供のレスパ

イト不足』があった。また、その少数であったが、

患児への世話が育児なのか、介護なのか区別が困

難で、在宅療養における支援が受けられないとい

う回答があった。 
 《ベッド管理上の問題》のカテゴリーでは[空
床問題]のサブカテゴリーがあり、救急患者を受

け入れるためのベッドの確保に苦慮する内容の回

答が多かった。 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-5-



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.  考察 
1)  意識障害患者が急性期病院に入院している実

態 
本調査の対象病院は、高度医療、救命医療、急

性期治療を中心的に担う二次救急医療圏や三次救 
急医療圏にある施設であった。専門的センターを 
有する専門的で救急医療を担う病院とそれを有し

ない一般的な急性期治療を担う病院は、在院日数

が約 15 日前後であり、退院調整加算を利用して

いる病院も 7 割前後が利用していた。しかし、

専門的センターを有する病院では、在院期間が短

く、転院先のルートがより多くあり、三次救急医

療圏の中核病院として救急患者に備えていること

がうかがえた。意識障害患者の入院患者数は、専

門的センターのある病院の方が多いが、ベッド占

有率が少ない状況があった。これは、専門的セン

ターのある病院は、専門的な治療を行うセンター

としての病床と合わせて一般病床があり、ベッド

数の保有数も多く、常に院内で専門的治療が可能

になるようにベッドの効率化を計っていることが

推測される。しかし、退院調整に関する困難の回 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
答では、転院や退院先に苦慮する回答が多く、急

性期病院から次の施設や在宅への退院の調整に関 
する対応が進展していないことがうかがえた、

2012 年の武久らの実態調査（４）と同様の結果と

なった。 
さらに、患児では入院施設も限定されるため、

入院している患児があると回答した施設が 2 割

であった。しかし、一般病床の急性期病院におけ

る患児数が多く入院していた。患児への退院に関

する回答は、施設も在宅サービスも専門的な相談

者もなく、育児と介護の区別の不透明さがあり、

家族の苦悩する状況がうかがえた。このことは、 
患児における退院調整上の問題として、江原（５）

の調査と一致するものであった。   
2)  意識障害患者への看護に関して 

看護上の問題に関する回答は、看護者自身につ

いて、家族との関係、ベッド管理の問題が存在す

ることが明らかになった。 
看護者自身については、モチベーションの低下

があり、その背景に看護の「マンネリ化」の回答

があった。この看護のマンネリ化は、宮田（９）の
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指摘のように意識障害患者への看護が生活行動の

援助と合併症予防の看護が主であると指摘するよ

うに、このような看護が毎日同じ事が繰り返され

ていると推測される。そして、「やりがい」に関

しては、小林（８）は、急性期病院の看護師が慢性

期意識障害患者をケアする心理として、患者やそ

のケアに向けられる心構えが乏しい状態の「アパ

シーへの陥り」の現象があると述べている。「ア

パシーへの陥り」の背景に、「ケアの効果がな

い」「回復に期待できない」「ケアの必要最低限

の繰り返し」であると述べている。しかし、小林
（９）は「アパシーへの陥り」は、患者の予想外の

反応や家族や同僚によって「より戻し」があるこ

とも指摘している。しかし、本研究においては

「やりがいがない」と多くの回答があり、「より

戻し」される機会がすくない状況があるためと思

われる。そして、急性期や救急における看護の独

自性（10）は、生命の危機からの回復や非日常的環

境下における生活を整える専門的知識や技術が必

要であり、その仕事内容を認める仲間がいること

で急性期における看護師は満足感が高いと報告さ

れている（11）。つまり、本調査において意識障害

患者の看護は、対象者の回復が得られず、専門的

知識が必要ない看護であると捉えられている印象

がある。 
さらに、家族の関係において示された[家族と

の方針の齟齬]のなかに『良くならないことへの

クレーム』とあり、家族は医療に意識の回復を期

待していることがうかがえる。日高（12）の調査に

よると意識障害患者の介護をしている家族は、医

療に対し常に家族は意識障害からの回復を期待し

ていることを報告している。つまり、家族が医療

に対する期待していることを看護師は応えられな

い現状があり、両者に齟齬が生じていると思われ

る。しかし、近年、看護による意識障害患者の生

活行動が回復している事例報告（13-15）が散見され

るため、家族への期待に応える看護が開発される

ことが期待される。  
 以上のことから、急性期病院の医療において、

意識障害患者の長期入院は、手のかかる存在であ

り、急性期医療に支障をきたす存在として捉えら

れている傾向があることがうかがえた。しかし、

意識障害患者への看護による回復の看護の開発が、

急性期病院における看護を前進させ、新たな退院

への可能性が開かれることが期待される。 
 
5.  結論 
１．急性期病院 226 施設では、専門的センター

を標榜する施設は 82 施設あり、標榜しない施設

が 144 施設であった。 
２．意識障害患者は 1681 名であり、センター群

では 771 名で、一般群では 910 名の意識障害患

者が入院しており、センター群に有意に多数入院

していた。そのうち意識障害患児 184 名中にお

いて、センター群で 64 名であり、一般群では

120 名であり、一般群に有意に多数入院していた。 
３．退院調整をする上での困難であったことは、

《転院先問題》《在宅への退院問題》《退院を希

望しない》のカテゴリーが存在であった。 
４．看護管理上の問題点は、《看護者に関する問

題》、《キュア・ケアに関する問題》、《家族と

の関係の問題》《ベッド管理上の問題》のカテゴ

リーが存在した。 
５．以上の結果より、急性期病院には意識障害患

者が入院しており、退院先である転院施設や在宅

がないため入院期間が延伸していたことと、その

看護がマンネリ化することでやりがいに影響して

いた。  
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